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特集
令和6年度令和6年度のの事例集事例集からから紹介紹介
全国財務局全国財務局のの
地域連携地域連携のの取組取組
財務局（沖縄総合事務局財務部を含む）は、財務省の総合出先機関と
して設置されている。各財務局は地域に根差し、各地域における
ニーズを踏まえながら、地域連携の取組を推進しており、毎年そ
の内容を取りまとめ、「地域連携事例集」として公表している。
本特集では、令和6年度の9分野・43事例から13事例を紹介
する。

取材 文 向山勇

総論
財務局は、財務省の総合出先機関として、また、金融庁から

事務委任を受けた組織として、地域に根差し、財政、国有財
産、金融などの業務を通じて国の施策を実施するとともに、
財務省及び金融庁の施策の広報、地域の声や経済の実態把
握を通じて、地域に貢献することを使命としている。こう
した機能を発揮することで、財務局は、各々の時代の要
請の中で地域とつながり、地域と財務省・金融庁をつな
ぐ結節点となり、財政健全化や地域経済活性化に向け
た施策を推進している。加えて、地域の主体とのネッ
トワークを形成し、活用することで、地域の課題解
決等をサポートする「地域連携」の取組を推進す
るほか、地方公共団体等が行う地方創生を支援し
ている。

財政に関する取組

国有財産に関する取組

金融に関する取組

地域経済調査に関する取組

広報相談に関する取組

経済安全保障に関する取組

金融犯罪被害防止に向けた取組

災害に関する取組

地方創生支援に関する取組
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CASE
01

CASE
02

住居内装

住居外観

令和6年度令和6年度のの事例集事例集からから紹介紹介
全国財務局全国財務局のの
地域連携地域連携のの取組取組

特集特集

財政に関する取組財政に関する取組

国有財産に関する取組国有財産に関する取組

関東財務局は、埼玉県内の地方公共団体を対象に、脱炭素
の取組における課題解決支援と情報共有を目的とした勉強会
を令和6年5月21日に開催した。これは、地方公共団体が
「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき脱炭素への
取組を進める中で、財源不足や具体的な推進方法といった多
様な課題を抱えていることを踏まえたもの。
勉強会は、さいたま新都心合同庁舎からのWEB配信形式
で実施され、関東地方環境事務所による「地域脱炭素の推
進」に関する講義や、株式会社脱炭素化支援機構による

「カーボンニュートラルを目指す事業への支援」についての
説明が行われた。さらに、埼玉県春日部市及び神奈川県開成
町から具体的な取組事例が紹介され、参加者間の意見交換も
活発に行われた。
当日は環境、財政、防災など、多様な部署の担当者が参加
した。参加者からは「他市町の状況を知る貴重な機会となっ
た」「（同様の悩みを抱える団体等に）相談しやすい環境を
作ってもらえた」といった声が寄せられた。本勉強会は、地
方公共団体の取組推進と参加者間の関係構築に貢献した。

北海道財務局小樽出張所は、北海道泊村が抱える漁業の新
規就業者用住宅の不足という課題に対し、国有財産（建物
付）の売却を通じて課題解決を支援した。北海道泊村では、
基幹産業である漁業の担い手確保のため、体験移住・就業体
験の取組を実施しているが、首長訪問の際に「体験者用住宅
が不足しているため、村内にある森林管理局所有の建物を取
得して活用したい」というニーズを把握。これを受け、北海

道財務局が主体となり林野庁北海道森林管理局と調整を行っ
たもの。
その結果、森林管理局から財産の引継ぎを受け、令和7年

3月に同村への売却が実現した。この取組は、漁業の新規就
業者を確保し、将来の人口減少に対応する北海道泊村の環境
整備を支援するものといえる。

地方公共団体向け脱炭素の
取組に係る勉強会を実施

国有財産（建物付）の売却により 
地方公共団体の課題解決を支援

参加団体の模様

当局会場の模様

脱炭素関連の取組は手探りの部分が多く、
組織を超えて協力していくことが重要。

講師の声講師の声

泊村 財務局 森林管理局

森林管理局所有建
物を取得希望

森林管理局と 
調整

用途廃止
財務局へ引継

取得希望のあった 
建物を取得完了

泊村と売払契約を 
締結

売却の概要

関東財務局

北海道財務局小樽出張所
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【活用後（交流型市民農園）】

（出典：NBC長崎放送）

【参加者属性】

金融に関する取組金融に関する取組

福岡財務支局長崎財務事務所は、長崎市内の活用困難な国
有地を市民団体へ交流型市民農園として管理を委託し、管理
コストの削減と地域活性化に貢献した。これは九州初の取組
である。
長崎市内では、相続等により国庫に帰属したものの、斜面

地にあるため車両が進入できず活用が困難な国有地が増加
し、除草等の管理コストが課題となっていた。そこで同事務
所は、斜面地の空き地を活用する市民団体の情報を得て、当

該団体にアプローチ。当該国有地が持つ眺望の良さや市街地
に近いという特性を活かした活用を提案し、交流型市民農園
として管理を委託することで管理コストの削減を実現した。
この取組は、国にとっては「管理コストの削減」、市民団体

にとっては「地域のための土地活用」と、双方にメリットが
ある。さらに、少子高齢化やコミュニティ衰退といった課題
を抱える地域において、新たな人の集う場が生まれることに
よる地域コミュニティの活性化も期待されている。

中国財務局では、令和6年6月、広島県福山市と連携し備
後圏域で初となる「びんご事業者支援事例発表会」を開催し
た。目的は（1）金融機関・産業支援機関が自らの支援事例
を発表し、各機関が事業者支援力・連携の強化に繋げるこ
と。（2）参加者同士の交流を図り、ネットワーク強化に繋
げること。（3）圏域の事業者に参加を呼びかけ、支援機関
等を利用するきっかけとすること。
当日は中国財務局と広島県福山市の基調講演に続き、圏域

に所在する金融機関・産業支援機関8機関による支援事例発
表と参加者による交流会を実施。金融機関、産業支援機関、
事業者等の約170名が参加した。
参加者からは「具体的な事例をあげてもらい話がわかりや
すかった」「どの事例もお客様に寄り添うことを大事にして
おり、支援機関との連携の重要性がよくわかった」「事業者
へのヒアリングのポイントや支援の際の注目ポイントがわ
かった」などの声が聞かれた。

備後圏域で初となる
「びんご事業者支援事例発表会」開催

斜面地に所在する活用困難な国有地を
市民団体に管理委託し地域活性化等に貢献

地元テレビ局が当取組を特集し、「管理委託制度は、『国の
管理コスト低減』、『土地の有効活用』、『地元住民のコミュ
ニティ活発化』の三方良し」と紹介。

（出典：長崎都市・景観研究所）

【活用前】

参加者集合写真

■：金融機関　■：産業支援機関
■：事業者　　■：その他

33.3％

24.1％

30.6％

12.0％

福岡財務支局長崎財務事務所

中国財務局
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シミュレーションシートで
政策を選択

■：岐阜　■：三重

｢地方財政教育プログラム｣ の概要

令和6年度令和6年度のの事例集事例集からから紹介紹介
全国財務局全国財務局のの
地域連携地域連携のの取組取組

特集特集

地域経済調査に関する取組地域経済調査に関する取組

広報相談に関する取組広報相談に関する取組

東海財務局岐阜財務事務所及び津財務事務所は、岐阜県と
三重県を結ぶ東海環状自動車道の全線開通に関する期待と課
題について共同で調査した経済レポートを公表した。
レポートによると、東回りルートが先行開通している岐阜

県では、企業立地件数が全国3位になるなど既に効果が現れ
ており、全線開通による更なる企業活動の活発化が見込まれ
ている。一方、三重県では未だ企業進出が限定的であるもの
の、四日市港のハブ機能強化などによる物流の活発化と本格
的な企業進出が期待されている。

共通の課題として、岐阜県では企業進出の活発化に伴い有
効求人倍率が全国でも高位となっており、三重県でも今後の
人手不足が懸念されるなど、両県ともに今後の労働力確保が
課題となっている。このレポートは、各メディアで取り上げ
られるなど全線開通に向けた機運醸成にも貢献しており、関
係機関から感謝の声のほか、地方公共団体からは、「今後の
企業誘致活動にレポートを活用したい」との声が聞かれた。

東北財務局は、国の財政教育プログラムをアレンジした独
自の「地方財政教育プログラム」を開発し、「国の財政」や
「地方公共団体の財政」、「人口減少問題」を一体でシミュ
レーションできるプログラムを実施している。生徒たちは未
来の自分たちの住むまちに何が必要か、どんなまちに住み続
けたいかをグループで議論し、作成した予算を発表し合うこ
とで、持続可能なまちの将来について考えることができる。

この取組は、生徒たちが自分の住むまちの財政について議
論し、政策を決める経験を通して、主権者として財政につい
て主体的に考え、課題を多面的・多角的に捉える人材を育成
することが期待されている。また、議論した意見を首長に直
接提言する取組も行っており、こどもの意見を聞く場を地方
公共団体に提供することも地域貢献に繋がっている。

東海環状自動車道の全線開通に向けた
経済レポートを公表

地方財政教育プログラムを開発
地方公共団体にこどもの意見を聞く場を提供

これから町を担っていく若い世代が自分の
町に関心を持ち、深く考えることが大切だ
と感じた。

生徒の感想生徒の感想

全線開通に対する期待（地方公共団体アンケート結果） 全線開通の効果と課題

東回りルートが先行開通し、企業
立地件数は全国3位
全線開通により、さらなる活発化
が見込まれる
企業進出は未だ限定的
四日市港のハブ機能強化などから
物流が活発化し、企業進出の本格
化が見込まれる

課題： 企業進出が活発な岐
阜県の有効求人倍率
は全国でも高位。三
重県でもさらなる人
手不足が懸念され、
両県とも、今後の労
働力確保が課題と
なっている。

企業活動
（生産）

東回りルートが開通済
企業活動の増加に期待

近畿、中京圏の中間に位置
物流の効率化に期待物流

23.5%
19.6%

22.5%

28.6%

項目 増減 選択 政策（お金の使い道） 金額

農林水産・
商工業 4億円増加

農業の担い手支援 2億円

創業の支援 2億円

大型商業施設の誘致 5億円

活性化につながる政策を選ぶと、 
将来人口が増加

2045年推定人口
9,800人→10,000人
政策選択すると…
（200人増）

歳入・歳出が増減将来の人口減少
を抑制するため
に色々な取組を
したい…。でも、
そのためのお金
はどうしよう？

東海財務局岐阜財務事務所及び津財務事務所

東北財務局

町長へ提言を手交しました

令和6年度
予算

令和6年度
予算

令和7年度
予算案

歳入 歳出

令和7年度
予算案

 ファイナンス　2025 Nov.	 5

05_P02-09_Tokushu_03.indd   505_P02-09_Tokushu_03.indd   5 2025/11/10   15:37:362025/11/10   15:37:36



CASE
07

CASE
08

CASE
09

CASE
10

社会科教員を志す大阪教育大
学の学生を対象とした出前授
業の様子。

東京

神奈川

企業をはじめ、
大学・研究機関等から多数参加

セミナーの様子参加者数

経済安全保障に関する取組経済安全保障に関する取組

近畿財務局は、財政教育の担い手育成を目的として、令和
6年10月に大阪教育大学と連携協定を締結。これは、令和
4年度から高等学校で「公共」が必履修化され、主権者教育
としての財政教育の重要性が増していることを背景に、若者
向けの主権者教育の一層の充実を図るもの。協定締結当日に
は、連携協力の一環として、社会科教員を目指す同大学の学
生に対し、出前授業（財政教育プログラム）を実施した。

その後も連携を継続しており、令和7年9月30日、同大
学が提供する「教員生涯学習プラットフォーム（OZONE-

EDU）」へ財政教育に関するコンテンツを掲載し、教員や学
生がオンラインで財政授業を受けられる仕組みを構築した。
また、教員を志す学生や社会科教員向けに、財政に関する
セミナーや出前授業を継続するほか、令和8年度には新たに
連続講座の実施も計画している。

関東財務局は、経済安全保障に関する制度や国外への技術
流出防止策等の周知を目的として、関係機関と連携し、経済
安全保障セミナーを管内各地で開催した。セミナーでは、関
係機関の職員が講師となり、経済安全保障の取組状況、外為
法等に基づく各種制度、企業の技術流出防止に向けた諸課題
や対策等について講演。令和6年度は、埼玉県、東京都、群
馬県、神奈川県において開催し、企業をはじめ、大学・研究

機関等から多数の参加があった。
参加者からは「多面的な視点で知れて有意義であった」「経
済安全保障の成り立ちや枠組みが大変勉強になった」との声
が寄せられた。経済安全保障は様々な領域で課題が顕在化し
ているものの、現状ではこの制度を知らない企業等も多いこ
とから、今後も関係機関等と連携を強化しながら周知に取り
組んでいく。

「経済安全保障セミナー」を
管内各地で開催

大阪教育大学と連携し
財政教育の担い手を育成

埼玉 約150名（リモート含む）
東京 約250名（リモート含む）
群馬 約30名
神奈川 約50名

近畿財務局

関東財務局
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セミナーの模様

実際のある日の記事（熊本日日新聞令和6年1月15日付）

令和6年度令和6年度のの事例集事例集からから紹介紹介
全国財務局全国財務局のの
地域連携地域連携のの取組取組

特集特集

金融犯罪被害防止に関する取組金融犯罪被害防止に関する取組

災害に関する取組災害に関する取組

九州財務局は、熊本県の地元新聞社が読者の金融リテラ
シー向上を目的として令和6年1月から1年間にわたり連載
するミニコーナー「学んで得する！お金の話（通称まね得）」
に貢献した。連載にあたり、九州財務局は記事の監修やテー
マの提案、さらには日頃からやりとりのある専門機関と同社
をつなぐ役割を担った。
具体的には、財務省・金融庁の施策がテーマとなった記事

（新NISA、マネー・ローンダリング、自然災害時の債務整
理ガイドライン等）の監修・助言を行ったほか、新社会人や
大学生等に向けたお金の知識といった、読者の学びにつなが

るテーマを提案した。さらに、熊本国税局や日本銀行熊本支
店、日本証券業協会等の専門家へ監修協力を依頼し、連携の
橋渡し役も果たした。
九州財務局の持つネットワークを最大限に活用すること
で、読者に対する多様かつ深度ある情報提供に貢献した。読
者からは「分かりやすい」「九州財務局監修の表示で安心し
た」といった声が寄せられている。この取組は、読者の金融
リテラシー向上だけでなく、財務省・金融庁施策の広報にも
つながったといえる。

北陸財務局は、能登半島地震からの復旧・復興を後押しす
るため、被災団体のニーズを踏まえ、財務局のネットワーク
を活用した課題解決支援セミナー「Revival 能登」を開催
した。能登半島地震では、被災した上下水道ライフラインの
復旧や水道管の耐震化率の低さといった課題が浮き彫りと
なったほか、被災団体からは財政への影響や公営企業の経営
悪化を懸念する声が上がっていた。
こうした課題を踏まえ、国土交通省や、過去の大震災から

復興を進めている福島県新地町、熊本県益城町を講師に招
き、令和7年2月13日にセミナーを実施。会場となった能
登地域の七尾市には能登7市町から30名、オンラインでは
190名の地方公共団体職員等が参加した。セミナーは、地
震後のアンケートで把握した地域のニーズを踏まえたもので
あったことから、地方公共団体にとって有益かつ効果的な取
組となった。本セミナーは、復興に向けた広域的なネット
ワークの深化・拡大にも寄与した。

地元新聞社の新聞連載を通じて 
金融リテラシーの向上に寄与

能登半島地震　復旧・復興応援
セミナー「Revival 能登」を開催

元銀行員ですが、丁寧に読んでいます。分
かりやすいです。スクラップしてしっかり
勉強します。

東日本大震災や熊本地震での課題・取組な
ど我が町と重なる点が多く、貴重な生の声
が非常に参考になった。

当町と同じ小規模自治体として災害対応に
当たる難しさと人員確保の工夫を聞くこと
ができ参考となった。

能登半島地震の創造的復興に向けた取組や、
財政面での課題など、実例を交えての話が
非常に参考になった。

話題の新NISA、躊躇していたが分かりや
すくまとめられていた。

読者の声読者の声

参加者の声参加者の声

九州財務局

北陸財務局
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各省庁のオリジナル
キャラクターも活躍。

大商談会では
万博に関する情報を発信。

関西交通ネットワーク
大商談会の模様。

「TEAM EXPO 
パビリオン」の様子。

地方創生支援に関する取組地方創生支援に関する取組

近畿財務局は、大阪・関西万博に関して、地域の関係機関
等と連携し、機運醸成に取り組んだ。その一環として、万博
の機運醸成に取り組む9つの国の行政機関を会議メンバーと
する連携会議を設置。令和5年2月から継続して開催し、地
方支分部局間の関係深化や、万博関連イベントへの共同参加
など、具体的な連携に繋がった。
また、令和7年2月26日には、万博開幕前の時期を捉え

「第4回関西交通ネットワーク大商談会」を開催した。これ
は、管内金融機関の取引先と高速道路のサービスエリアや空

港の物販店等との商談の場を設けるもので、国内外の万博来
場者による関西各地への周遊を見据え、地域特産品の販路拡
大や知名度向上を図ることを目的としたもの。当日は219

社が参加し、374件の対面商談が実現した。
さらに、万博の「TEAM EXPO パビリオン」において、
近畿財務局が財政教育プログラムや金融経済教育等をテーマ
としたステージ発表及び展示参加した（令和7年7月25日）。
当パビリオンへの参加を通じて、様々な機関・団体と共に地
域一体となって機運醸成を図った。

四国財務局は、香川県内全自治体の地方版総合戦略の担当
課と意見交換を実施。デジタル化対応について課題と感じて
いる声を多く聴取した。自治体担当者から「デジタル化の必
要性は感じているものの、具体的にどう動き始めるべきか」
「デジタル実装している事例を知りたい」といった声が聞か
れたことを受け、全国のデジタル実装事例を紹介するオンラ
インセミナー「自治体デジ博」を開催。各回約20～60人の
自治体職員等が参加したほか、他省庁、内閣府、各財務局職
員も幅広く視聴した。
セミナーでは、全国のデジタル実装している自治体の担当

者から取り組んだ背景、取組内容、効果などについて説明が
あったほか、疑問点や取り組むにあたっての留意点などにつ
いても対話できるよう個別意見交換の場を用意した。参加者
からは専門的な質疑応答がなされた。
今回のセミナーでは、デジタル化という地域課題に対し、

事例を紹介しメリットを示すことで、取り組むインセンティ
ブを付与できた。また、分野ごとに開催することで、同じ業

務内容だからこその深度ある対話を実現した。一部の参加者
からは、「もっと話を聞いてみたいので、講師とつないで欲
しい」といった依頼があるなど、自治体のデジタル化促進に
寄与した。

自治体のデジタル化対応支援
「自治体デジ博」を開催

大阪・関西万博開催に向けて
地域と連携し機運醸成

開催時期 分野 講師
R6.12月 DX全般 総務省、四国経済産業局

R7.1月 林業 宮城県登米市、山形県金山町、
島根県大田市、四国森林管理局

R7.2月 医療 /介護 /子育て 宮城県丸森町、福島県郡山市、
千葉県千葉市

R7.2月 環境
高知県土佐町、福岡県北九州
市、（株）Sustech、中国四国
地方環境事務所

R7.3月 観光
Smart Region Consulting、
（一社）隠岐ジオパーク推進機
構、（一社）雲仙観光局

R7.3月 農業
広島県立総合技術研究所、徳島
県、徳島県東みよし町、中国四
国農政局

セミナーの内容

※この他、R7.4月に「交通」「行政手続き」の分野を開催。

近畿財務局

四国財務局

	 8 ファイナンス　2025 Nov.

05_P02-09_Tokushu_03.indd   805_P02-09_Tokushu_03.indd   8 2025/11/10   15:38:032025/11/10   15:38:03



CASE
11

CASE
12

CASE
13

開設式の様子（出典：福証HP）

令和6年度令和6年度のの事例集事例集からから紹介紹介
全国財務局全国財務局のの
地域連携地域連携のの取組取組

特集特集

沖縄総合事務局は、沖縄県内の上場を目指す企業の裾野拡
大と、上場を通じた企業の成長支援を後押しするため、福岡
証券取引所が主催する「福証 IPOセミナーin沖縄」の開催
を支援した。このセミナーは「福証から想いをかたちに」と
題し、令和6年11月7日に沖縄県内で開催されたもので、
沖縄県内の企業の上場支援を目的として一昨年より行われて
いる。講演では、沖縄県内におけるスタートアップ支援の現
状や、令和6年12月16日に開設された「Fukuoka PRO 

Market（略称FPM）」の活用による株式上場を通じた企業

成長のメリット等が説明された。
セミナーにはFPMへの上場を目指す沖縄県内の企業を始

め、金融機関、関係団体の参加があり、「大変勉強になった」
「非常に有意義だった」等の意見が聞かれた。
企業の上場は、沖縄振興の基本方針に掲げる「民間主導の
自立型経済の発展」につながる選択肢の一つであることか
ら、沖縄総合事務局は有価証券の開示行政の推進を通じた地
域連携及び企業の成長支援の一環として、今後も後援や広報
により本セミナーを後押ししていく。

財務局はこれからも、地域の様々な主体と連携 ・ 協働し、
地域課題の解決に向けて創意工夫を凝らしながら、社会の変
化に伴う新たなニーズに対応していくことで、希望ある社会
を次世代に引き継ぐため 、地域経済の発展に貢献し、地域
住民の皆様にとって役立つ組織となることができるよう、引
き続き地域と積極的に連携していく。
なお、地域連携事例集は、財務省財務局のホームページで

公開している。令和6年度は、9つのカテゴリー、43 事例
を紹介している。また、財務局ごとの地域連携事例や取組方
針等も同ホームページから閲覧可能となっている。
（大臣官房地方課）

地域連携事例集
https://lfb.mof.go.jp/renkei/jireisyu.html

全国財務局の取組
https://lfb.mof.go.jp/renkei/torikumi.html

「福証IPOセミナーin沖縄」で
県内企業の上場支援を後押し

今後の取組について

（1） 将来は、福証のQ-Board・本則市場
上場を目指すなど成長意欲のある企業
に、成長に向けての選択肢を増やす。

（2） 後継者問題など事業承継を経営課題と
する企業が、その経営基盤を強固にす
る上で活用してもらう。

FPMの開設日に、計7社（東京の
企業4社、岡山・島根・福岡の企
業それぞれ1社）がFPMに上場し、
令和7年3月31日には沖縄の企業
（1社）が上場。

新市場開設の目的

沖縄総合事務局
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